



















































   
 筆者が附属特別支援学校長に就任した 2009年度からの 3年間の間に､福井大学の第 2期中期目標・
中期計画が策定された。第 2期（2010年度―2015年度の 6年間）の中期目標・中期計画は以下の通
りである。 
  ＜中期目標＞ 



















































































管理職の役割―」を究明したいと考えている。特に 2007 年度から毎年開催されてきた 5 回にわたる
附属の合同研究会において、附属の全教員が他の附属の実践から相互に学び合うことができたことに
注目したいと考えている。5回の附属合同研究会については､以下の報告書にまとめられている。 
第 1回合同研究会 2007（平成 19）年 8月 6日（月）開催 
＜報告書＞『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働をめざしてー合同研究会 
（8月 6日）の記録』2007年 9月（全 33頁） 
第 2回合同研究会 2008（平成 20）年 8月 12日（火）開催 
＜報告書＞『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 2回合同研究 
会の記録―』2009年 2月（全 41頁） 
第 3回合同研究会 2010（平成 22）年 1月 9日（土）開催 
＜報告書＞『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 3回合同研究会の記録―』
2010年 3月（全 50頁） 
第 4回合同研究会 2011（平成 23）年 1月 5日（水）開催 
＜報告書＞『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 4 回合同研究会の記録』
2011年 3月（全 51頁） 
第 5回合同研究会 2011（平成 23）年 8月 11日（木）開催 
    ＜報告書＞『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 5回合同研究会の記録（平
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属の教員の実践的力量形成につながったのかを省察したいと考えている。 
 現在、中教審の「教員の資質能力向上特別部会」が「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総
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（1）幼稚園長時代（2006 年 4 月―2009 年 3 月）・副学部長（2007 年 4 月―2009 年 3 月）  
（ａ）学校改革会議の創立 
 幼稚園長時代の 3 年間で管理職としてのマネジメント実践を省察すると、1 年目の後半で 4 附属
の管理職で合意した学校改革会議の創設とその取組みが第 1にあげられる。福井大学では法人化に向
けて附属学校在り方検討専門委員会が設置され、附属学校園と大学が一体化した教育改革の具体策が









研究』第 2号、2009年 2月、71頁） 
学校改革会議の組織は以下の 15名で構成されていた。 
  附属幼稚園・小学校・中学校・特別支援学校の４校園の各副教頭、教務主任、研究主任と校園
長・副校園長の代表各 1名、附属学校支援室係長の合計 15名。 
                             （同前 72頁） 
この会議の校園長と副校園長の代表各 1名には筆者と小学校副校長がついたが、今後の附属学校園
の新たな改革に向けて期待と不安が交じり合った出発であったことを記憶している。2007年 1月に第
1 回目の会議を開き、当面は毎月 1 回開催して合同リーフレットの作成と合同研究会の準備を行って
いった。合同リーフレット作成は副教頭・教務主任、合同研究会は研究主任が中心となって準備を行
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からこそ生まれてきた新たな提案であった。合同研究会の詳細については後述するが、研究主任分科
会で研究主任自らが授業公開と参観、さらには実践記録の交流と読み合いという意見を出していたこ
とは画期的なことである。3 月の第 3 回会議では「4 人の研究主任は今後、互いに連絡を取り合い、
全体の研究交流を積極的にリードしていくよう努力しようと話し合った」と記録されている。（同前） 
 
（ｂ）附属合同研究会の開始と展開（第 1 回ー第 2 回） 
 ①第 1回合同研究会（2007年 8月 6日月曜日） 
第 1回目の合同研究会は 2007 年 8 月 6日（月）13 時から 17 時まで開催されたが、参加した教員
は幼稚園 6名、小学校 16名、中学校 16名、特別支援学校 18名の合計 56名で、大学教員は 11名、
総合計 67名であった。分科会は 7人ずつの 11分科会で校種を混ぜて編成された。筆者は「福井大学
附属 4校園・合同研究会を開催するにあたって」という呼びかけを行った。 





























思いました。」（『教師教育研究』第 2号、76頁）  
第 1 回目の合同研究会の意味を深くつかんだ内容のある感想といえる。各分科会の報告時間は約 1
時間であり、3 報告 3 時間という時間配分は短かすぎるという感想も寄せられていた。合同研究会全
??????　　Vol. 5
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体の記録は報告書『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働をめざしてー合同研究会（8 月 6 日）
の記録』（2007年 9月・全 33頁）を参照願いたい。 
 
 ②第 2回合同研究会（2008年 8月 12日 火曜日） 
 第 2回合同研究会は日程的に 8月中旬のお盆前にずれ込み､開催日としては厳しいものとなったが、





















ながり合って育つー学びのプロセスを探るー」（平成 20年 12月 5日）、附属中学校「学びを拓
く《探究するコミュニティ》―子どもの学びを見取るー」、附属特別支援学校「自分らしく生
きる学びの創造」（平成 20年 11月 19日）」（下線原文、『教師教育研究』第 2号 76-77頁） 
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以上の第 2 回合同研究会の記録は報告書『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 2














    2 （略） 
    3 子どもたちへの支援と並行して、附属学校園の保護者への支援も行う。 
    4 附属特別支援学校は地域のセンター的機能が求められていることから、専門的な立場から
附属学校園（幼・小・中）へのサポート体制を構築する。 
    5 （略） 














   ＜全体計画＞ 
   １）ワーキンググループ（WG）の構成：当面、次の２つの WG を組織し、それぞれ独立して
会議等を開催する。①気がかりな子ども支援 WG、②入試・教育理念・カリキュラム WG 
??????　　Vol. 5
Department of Professional Development of Teachers /Graduate School f Education / University of Fukui     181
   2）全体世話人:森、三橋、村中、村田、畑、北村の 6 教員及び出口（事務）（以下略）」（『教師
教育研究』第 2号、77－78頁）  






（２）特別支援学校長時代（2009年 4月―2012年 3月） 
この 3年間において、教師の実践的力量形成とマネジメントの視点で管理職としての省察を行う
と、①科研費の採択、②大学採用人事、③附属合同研究会（第 3 回ー第 5 回）、④２つのプロジェ
クトの展開、⑤創立 40 周年記念事業、があげられる。附属学校園の中期目標・中期計画が 6 年ご
とに修正されるが、法人化以後の第 1期が 2004年度から 2009年度までの 6年間、第 2期が 2010
年度から 2015年度までの 6年間となる。第 2期の中期目標・中期計画を確認しておきたい。 
＜中期目標＞ 

























に筆者は以下のように報告した。第 1 プロジェクトが 12 年間の教育理念・カリキュラム、第 2 プロ
ジェクトが特別な配慮を必要とする子ども支援のことである。 
   「①福井大学教育地域科学部の附属幼稚園ー小学校ー中学校の 12 年間の学びの連続性につい
???????????????????（?????）
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て、及び附属特別支援学校の小学部ー中学部ー高等部の 12 年間の一貫教育について、各附属
において研究を行い、組織的には附属の中に設置した第 1プロジェクト（研究主任が中軸）に
おいて継続して研究を行った。具体的には 8 月 11 日に開催した第 5 回附属合同研究会におい
て 8分科会を設定し、12年間を通した子どもたちの成長プロセスを吟味した（報告書『福井大
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たのである。その結果、全国から12名の応募があり、一次、二次の審査（論文試験と面接）
を経て1名の採用を決定した。」(『四十年史』 193-194頁)  
全国の附属学校園における採用人事の実態については日本教育大学協会の調査がある。（教大協附属
学校委員会『大学・学部の附属学校園における改革の現状と問題点、今後の展望に関する調査』2009
年 3 月）。これによれば、附属学校園の人事で「公立学校との人事交流」は全国の附属の 66.7％に対
して「大学の独自採用」が 26.3％であり、3 割近い大学が独自に採用人事を行い附属の課題を担うべ
き人材を採用していることがわかる。当時聞き取り調査に訪問した金沢大学の附属学校園の 2011 年
度の大学採用人事の割合は全体で 4割であり、高校が 7割、中学校が 5割近く、特支が 4割近い数値
となっている（2012 年 3 月の調査）。前述した教大協の調査では附属の平均勤務年数は 3 年未満が












①第 3回合同研究会（2010年 1月 9日土曜日） 
参加者数は、幼 7名、小 18名、中 19名、特 33名の合計 77名、4校園の管理職を除いた大学 12


















外国語・保健・総合、の 12 構成とし、報告も従来の 3 本から 2 本に絞った。この「教科の軸」とい
うものを考えるならば、当然のことであるが、福井大学の教科教育の教員の協力も得る必要があり、
???????????????????（?????）


















































3回合同研究会の記録―』（2010年 3月、全 50頁）を参照願いたい。 
 
② 第 4回合同研究会（2011年 1月 5日水曜日） 
合同研究会を準備した第 1プロジェクト会議では 2010年 11月 2日の時点で以下の議論が行われた。 







れる点については、今後の検討課題とした。」（「第 2回第 1プロジェクト会議記録」より）。 










ェクトでも検討していきたいという提案があった。」（「第 3 回第 1 プロジェクト会議記録」よ
り） 
 以上の準備段階の議論を受けて、2011 年 1 月 5 日に第 4 回合同研究会が開催された。参加者は、
幼 7名・小 16名・中 17名・特 28名の合計 68名、大学からは 8名が参加し、全体で 76名の参加で
あった。10 分科会構成で報告者は各 2 名であった。第 3 回と第 4 回の分科会名を比較すると、第 3
回「国語」が第 4 回では「読みの共有」、第 3 回の「社会」が第 4 回ではなし、第 3 回の「数学」が
第 4回では「数の生活」、第 3回の「理科」が第 4回では「科学」、第 3回の「音楽」が第 4回では「音
楽表現」、第 3回の「美術」が第 4回ではなし、第 3回の「体育」が第 4回では「体づくり」、第 3回
の「ものづくり」が第 4回では「物づくり」、第 3回の「食育」が第 4回でも「食育」、第 3回の「外
国語」が第 4回では「Communication 」、第 3回の「保健」が第 4回ではなし、第 3回の「総合」が
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る。しかしながら、「Communication 」分科会では、部分的にその萌芽をとらえることができるので
ここで紹介したい。この分科会では小学校 5－6 年生の外国語活動と中学 3 年生の英語の授業がとも
に福井大学の留学生との交流を組み入れた授業で、国際理解・国際協調が共通のテーマになっている。
司会者の篠原岳司氏（現・滋賀県立大学）は以下のようにまとめている。 
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 第 1プロジェクトの座長である奥野信一幼稚園長は合同研究会の『報告書』の中で、以下のように
述べている。 
























上の第 4 回合同研究会の記録は、『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 4 回合同研
究会の記録』（2011年 3月、全 51頁）を参照願いたい。 
 
③ 第 5回合同研究会（2011年 8月 11日木曜日） 
合同研究会を準備したのは前年同様第 1プロジェクトであるが、その座長である奥野信一幼稚園長
は、『報告書』の最初に第 1プロジェクトについて以下のように総括している。 









大学教育地域科学部附属学校園の協働の歩みー第 5 回合同研究会の記録―』2012 年 3 月、2
頁） 
???????????????????（?????）
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 この『報告書』の巻頭言には、副学部長の伊禮三之氏（附属小学校長）が 5回にわたる合同研究会
の歴史的意義について次のように述べている。 







ことになり、大変充実した会になりました。」（同前 1 頁） 
続いて伊禮氏は第 2 回から第 5 回にいたる展開についても中期目標との関連でも述べている。 
























史的文書といえる。第 5回目の参加者は幼７名、小 17名、中 17名、特 30名で合計 71名、それに校
園長以外の大学教員は 4名で、全体の合計が 75名であった（人数だけ比較すると、第 1回附属 56名・
大学 11名・合計 67名、第 2回は附属 68名・大学 10名・合計 78名、第 3回は附属 77名・大学 12
名・合計 89名、第 4回は附属 68名・大学 8名・合計 76名）。分科会は、「伝え合い・コミュニケー



































う点に研究の方向性が見出されるように思う」（同前 10 頁） 
この『報告書』には 8つの分科会記録と参加者の感想が掲載されている。参加者の感想は、１ 全


























前述したように 2008 年 7 月に 2 つのプロジェクトが開始されるが、その後プロジェクト名の変遷
があり、最終的に 2011年度には第 1プロジェクトが｢12年間のカリキュラム｣、第 2プロジェクトが
「特別な配慮を必要とする子ども支援」となった。2009年度には 2つのプロジェクトについて筆者が
総括を行っているが、第 1プロジェクトについては以下の通りである。 




















  次に、第 2プロジェクトについても以下の総括を行っている。 
「特別支援学校の教員が 4 つの附属全体のコーディネート役を務めることがセンター的機能を果た
すことになる。しかし実際は、特別支援の教員は全員が担任をもち、子どもの手が離れる夕方以降で



















媛大学「特別な教育的ニーズのある子どもへの適切な支援を考えるシンポジウムと講演会」資料。平成 22 年 1
月 30 日)。第 2 プロジェクトのテーマである「特別な配慮を必要とする子ども支援」は、附属特別支援学校が中
軸になる必要があるが、非常勤の補充等の財政的な支援が大学として不可欠である。2011 年度は 4 名の養護
教諭を中心としたワーキンググループ（WG）が精力的に開催され議論を積み上げてきた。第 5 回合同研究会
の報告書に筆者は以下のように述べている。 
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附属特別支援学校の創立は 1971年 4月であり 2011年度が創立 40周年となるが、2011年度は筆者
の校長としての最終年度であった。40 周年記念事業としては 40 年史と記念式典の２つが考えられた
が、同時に 11 月には第 13 回教育研究集会も控えており、2011 年は超多忙の年となった。一方、出
版本の計画が前校長の熊谷高幸氏のもとでなされ、筆者が校長となった 2009 年度から具体化され
2011年 7月に『ゆっくり じっくり スローライフ教育──生活・手づくり・共同の 12 年で育つ』（ク
リエイツかもがわ）として出版された。執筆陣には学校のほとんどの教員が参加した共同著作で、学
校の理念やカリキュラムを具体的な 4人の卒業生の 3年間又は 12年間の成長プロセスとともに明らか
にした集大成の稀有な著作といえる。本書が 2011 年 7 月に出版されたこともあり 40 周年の記念出版
という位置づけがなされた。学校史としてはすでに『創立 10周年記念誌』（1980年）と『二十年史』
（1991年）があり、『二十年史』には非常に詳細な記録が収録されていたことから、40年史を発行す
るにあたっては、20 年史以降の 20 年をまとめることとした。多忙な中で 2011 年 8 月に全校あげて
集中的に原稿を準備し、2012年 3月に『四十年史―開校 21年～40年の歩み』を発行することができ
た。筆者は次のような挨拶文「創立 40周年を迎えて」を寄稿した。 
「本校は 1971（昭和 46）年 4月 1日に福井大学教育学部附属養護学校として設置認可され、
校長に香室昭圓教育学部教授、副校長に木水育男教諭が着任し、本校の新たな歴史が始まり







以下の 3つを述べて 40周年のご挨拶としたいと思います。/第 1は歴史的に大事にしてきた
「生活教育」の実践と研究です。｢生活教育｣については、今までの研究紀要や昨年発刊した
本校の共同著作『ゆっくり じっくり スローライフ教育──生活・手づくり・共同の 12 年























感じています。」（『四十年史』2012 年 3 月、1 頁） 






一方、2011 年 11 月 25 日に開催された第 13 回教育研究集会は 40 周年を記念する集会であり、同
時に 4年間の研究の集大成でもあった。その集会の記録を収録した『研究紀要』に筆者は次のような
挨拶文を寄稿した。 















り・共同の 12 年で育つ』（クリエイツかもがわ、2011 年 7 月）に紹介されています。4 人の生
徒の 12 年間（又は 3 年間）の成長の歩みが具体的に表現されています。（以下略）」（『平成 23
年度 研究紀要』福井大学教育地域科学部附属特別支援学校、2012 年 4 月） 
40 周年記念式典は 2012 年 3 月 17 日（土）に歴代の教職員・OB も含めた総勢 200 名の参加者で挙行
された。そこでの筆者の挨拶は次の通りである。 
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が最も大事ではないかという結論に至りました。貴重な資料も今回の『四十年史』をまとめ
















































を軸にしてー」『教師教育研究』 第 3号(福井大学教職大学院研究紀要)  
④拙稿（2011）「福井大学教育地域科学部付属学校園の協働探究の展開―第 4回合同研究会を中心にして
ー」『教師教育研究』第 4号（福井大学教職大学院研究紀要） 
⑤第 1 回合同研究会（2007 年 8 月 6 日） 報告書『福井大学教育地域科学部附属学校園の協働をめざし
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